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課題達成型QCストーリー DFSS 基本となる手法 追加的な手法
経営方針の認識 Define グラフ，QC7つ道具等
品質表，新QC７つ道具，ベン
チマーキング
課題の設定 Measure
ヒストグラム，時系列グラフ，
層別，測定システム分析
ブレーンストーミング，AHP
方針の立案 Develop
相関分析，回帰分析，多変量解
析
成功シナリオの追求
Optimize
実験計画法，タグチメソッド PDPC法
シナリオの実施 FMEA，FTA
効果の確認 検定，推定，実験計画法 シュミレーション
定常業務への移行
Verification
標準化の教育
今後の対応
表-2　主な改善手法
出所）山田秀編著，富田誠一郎，片山清志『TQM・シックスシグマのエッセンス』日科技連2004
年，p.100より引用。
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きと相まってその注目度がさらに高まった。
2000年代に入ると，これまで独自の展開を
みせてきたリーン生産システムとSSの融合
化が進み，SSの国際標準化，一部のISO化が
進展した。これをLSSであると呼ばれている。
従来のSSが顧客の要件やステークホル
ダーの期待に応え，欠陥の測定及び除去に
よって品質を改善することを目的としてい
たのに対して，LSSは主たる目標が成長にあ
り，コスト低減にとどまらず，効率，効果に
ある。継続的な改善を超えたイノベーション
の実現を志向する企業に評価され，この手法
を活用してのオペレーション，商品／サービ
ス，ビジネスモデルのイノベーションに活用
の範囲が広がっている。日本での注目度以上
に，世界的に広がりをみせており，欧州では
SSのISOを正式に推奨することが決まったほ
か，中国では中国質量協会がこのSSを推奨
し，協会自身が導入企業における活動推進者
の称号であるBB（ブラックベルト）認定を
行っている。韓国では国策として展開してお
り，サムスン，ＬＧ，ポスコ等の代表企業が
積極的に導入している。米国でもGEはじめ
多くの企業で導入され，自動車産業向けの品
質マネジメントシステムの技術仕様である，
TS16949にも反映されている。
SSのISO化を促進したい動きは欧米で活
発になっており，ISOとしての制定の前段
階のTS規格が制定された。それがTS69であ
る。TS規格3年間での審議過程で承認を受
ければISOとして正式に制定されることに
なるが，3年間の審議過程で承認を得られな
い場合にはTS規格は廃棄・消滅することに
なる。しかし，近年，TS規格のISO化の流
れも変化している。たとえば，TS16949に
ついては日本自動車メーカーが反対をし，
ISO規格としての承認を受けなかったのに
もかかわらず，TS規格の内容を変更，再審
議すればTS規格は消滅せず，継続されるこ
とになった。ISO制定プロセスのルールの
変更があり，たとえISOとしての制定を受
けなくてもTS規格も事実上の国際標準化と
みることもできるようになったのである。
SSのTS化，ISO化についても統計的手法の
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部分を取り入れることには合意は得たもの
の，全面導入にはまだ審議の必要な部分も
あるというのが現状である。また，TS69
の規格制定された今日的状況を鑑みるなら
ば，表面的に世界標準化への可能性が示さ
れたといっても過言ではない。14
５．日本でのSS（シックス・シグ
マ）普及
日本でも当時，QCサークル活動等のTQC
であまり成果を見いだせていなかった企業中
心に導入が試みられ，東芝やソニー，マツダ
などが導入に踏み切るなど1990年代に普及を
みた。2000年代にもカルビーが導入するなど
ある一定の普及をみたものの，今日までの普
及趨勢を鑑みると，日本でのSSはTQCやQC
サークル，ISO9001等の品質改善ツールと比
較すれば，あまり普及しなかったといえよ
う。15
この点はSSをTQCやQCサークルとは対置
的にとらえ，TQCやQCサークルとは対照的
に先の（財）日本科学技術連盟や日本規格協
会等の推進運営母体が，積極的にSSを取り
扱ってこなかったこと，またSSの普及活動
がもっぱら特定の民間のコンサルタント会社
に依拠したことも影響している。16 コンサル
ティング会社は通常，依頼主からの要請を受
け，導入のための指導をおこなうこと，また
その導入過程について多くの場合，守秘義務
を課せられることがあるため，公にその実績
を公表しにくい背景もある。
６．普及とインパクトの考察
ここでは日本におけるQCサークル，TQC
やISO9001にみる普及プロセスとそのイン
パクトを拠り所として，どのような普及プ
ロセスが歴史的にみられたのか，またSSお
よびLSSの世界標準への可能性を世界最大
市場の１つ数えられる中国市場ではどのよ
うにみられるのか，また中国ならびに世界
的な動静が日本企業に対してどのようなイ
ンパクトを形成しているのかをここでは考
察したい。
中国市場は1990年代以降の飛躍的な経済
成長を遂げ，「世界の工場」から「世界の
市場」と呼ばれるほどの高い経済成長率を
2000年代も続けている。世界の主要な企業
が中国進出を果たし，中国国内市場を巡り，
熾烈な競争を繰り広げている背景からも重
要な市場として位置づけされている。世界
標準の可能性を考察する際，どういった視
点から考察すべきかについてのアプローチ
には様々あるものの，大きくは山田英夫が
指摘するようにディジュリ・スタンダード
の側面とデファクト・スタンダードの側面
が存在すると仮定したい。17 この場合のディ
ジュリ・スタンダードは公的機関による先
行的な標準化の策定であり，ここでは主
としてISO策定委員会の動静を視野に入れ
る。一方，デファクト・スタンダードは競
争市場の動静をつうじて帰結する事実上の
14 TS16949のISO化については日本だけが反対を表
明していたが，1年ごとにTSの見直しをおこなう
ことにより，TSは廃棄ではなく，継続されること
になった。TSはテクニカルスタンダードの略称。
15 もっとも普及の指標を何でとらえるかにも大きく
影響される。例えばQCサークルの普及については
（財）日本科学技術連盟はQC本部へのQCサーク
ルの本部登録数を重視しており，企業や事業所単
位ではなく，活動を現在も展開しているQCサーク
ル数が基本となっている。一方，TQCやISO9001
は事業所単位での導入も可能であり，企業社数の
ほかに事業所単位でのカウントも可能である。そ
の点，SSは企業のマネジメント改善に関わるツー
ルであるため，導入単位数は企業となる。そのた
め，本社での導入方針が固まれば全事業所，全部
署にSS手法が導入される。協賛企業数を指標に加
える場合もあるが，正式な企業数の公表がないた
め，単純比較は難しい状況にある。
16 SSを普及させる上で，BB（ブラックベルト:黒
帯）やGB（グリーンベルト）と呼ばれる推進指導
員の存在が欠かせない。このBBやGBの育成には
SSの知識を十分に備えたMBB（マスター・ブラッ
クベルト）の資格を有する指導者による指導教育
が欠かせず，相応分の費用がかかる。他社へのSS
導入にかかわり，指導実績を有する代表的なコン
サルティング会社も限られており，2014年現在，4
社を数える程度である。
17 山田英夫『デファクト・スタンダードの競争戦
略』白桃書房2008年
80 産研論集　No.48・49
標準化であり，中国質量協会や（財）日本
科学技術連盟，さらにはコンサルティング
会社のような推進母体組織をつうじての市
場への普及状況を視野に入れたい。中国市
場は世界の経済動向にも大きなインパクト
を有しており，国際標準への可能性を握る
１つの市場とみても過言ではない。
（１）推進組織にみる共通性と相違性
日本と中国に共通する点は品質管理の改善
手法を海外から導入し，自国内での普及を目
指した点である。日本では既述のとおり1950
年代に米国よりデミング博士やジュラン博士
を招き，積極的に知識を取り入れるととも
に，国内でも（財）日本科学技術連盟をはじ
めとする推進母体組織により普及活動が展開
された。中国では1980年代から日本や欧米よ
り積極的に知識吸収と中国質量協会をはじめ
とする推進母体組織において普及のための活
動が展開された。
推進母体組織の機能の面ではやや日中間で
相違があり，（財）日本科学技術連盟ではSS
については導入・指導・普及には意欲的にか
かわってこなかった。一方，中国質量協会で
はSSも意欲的に導入し，依頼企業の要望に
応じて指導をおこない，普及活動も組織的に
おこなってきた。
普及活動を展開する上で推進母体の存在は
重要であるが，もともと両国ともSSのノウ
ハウを有していなかったため，ライセンサー
（Licenser）より認証許可を得るプロセスが
必要となる。特にSSについては代表的なラ
イセンサーに米モトローラ・シックス・アカ
デミー社があり，同社よりライセンス供与を
受けた認証取得会社（Licensee）が普及活動
の権利を有する仕組みになっている。日本で
はSS認証にあたり，同社から正式なライセ
ンス供与を受けている会社は，東芝シグマコ
ンサルティング（株）の1社しかない。日本
には東芝シグマコンサルティング（株）以外
にもシックス・シグマ関係のコンサルタント
会社が4社ほど存在するが，それらの会社す
べてがライセンサーからの認証許可を得てい
るわけではない。
中国では中国質量協会が中心となり組織運
営をおこなっているが，ライセンサーからの
正式な認証許可は得ておらず，世界の各機関
との提携をつうじて組織運営をおこなってい
る。
同協会は国家機関の指示のもと全国的な品
質管理団体として設立された経緯もあり，ラ
イセンサーからの認証許可を得て品質管理を
推進するというよりも国家的権威のもとでの
推進母体となっている。18
またその推進母体をサポートするコンサル
ティング会社においてもライセンサーからの
認証許可を得ているわけではなく，中国質量
協会と歩調を合わせ，同協会が主催するセ
ミナーやLSSおよびSS審査に専門員を拠出し
たりするなど積極的にかかわりつつ，QCや
TQM，SS，LSS，ISO等の導入を希望する
企業向け指導をおこなう過程での中国質量協
会のマンパワー不足を補完する上での機能的
役割を果たしている。このように両国には推
進組織の立ち位置にやや相違がある。
SSならびにLSSの普及，標準化の可能性を
探る上で推進組織側の体制のほか，それを受
容する企業側の認識やニーズも確認しておく
必要がある。
18 中国質量協会は全国の各省に分協会が存在し，北
京の中国質量協会が各省の分協会を束ねている。
しかし，上海の質量協会はやや独自色を出してお
り，SS推進についても北京とは異なる機関との提
携をおこなっている。北京は米のASQとの提携を
おこなっているが，上海が提携している機関は米
ジュラン研究所のSS部署となっている。
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（２）LSS（リーン・シックス・シグマ）の
位置づけと認識
日本では既述したようにSSへの関心は
1990年代ほどに大きくはないものの，マネジ
メント改善手法の１つとして導入する企業は
少なくない。日本での導入要因として代表的
なものが，欧米企業との取引関係において
LSSやSSの知識を有するBB（ブラックベル
ト）の拠出をプロジェクトの一環として要求
されるケースがあり，急遽，LSSやSSの導入
必要性に迫られるケースが多い。また，企業
業績の悪化を受けて抜本的な経営改革を迫ら
れた際にLSS導入に踏み切るケースもみられ
る。一方，中国ではLSS導入により大きな成
果をあげ，表彰された企業に対する政府補助
金制度は存在するものの，中央政府，地方政
府による積極的な奨励策は特にない。もっぱ
ら中国においては国有企業や欧米系外資企業
において導入される傾向にあり，その主たる
理由は取引関係において必要性に迫られる
ケースが多い。また同業他社において，他社
が導入するのであれば自社も導入するという
ような中国特有の面子が導入促進の契機にな
ることも多い。しかし，いずれも国有企業な
いし欧米系外資企業にみられる特徴であり，
日系企業や中小企業においてはほとんどみら
れない。日系企業の多くは中国においても
QCならびにTQC・TQMを推奨し，導入す
る傾向にあり，SSやLSSへの関心は日本同様
に高くはない。
中国の中小企業での品質管理手法やマネジ
メント改善手法の導入動向が今後は大きく期
待されるが，2014年度の中国質量協会ならび
にコンサルティング会社でのヒヤリング調査
の過程では中小企業レベルでの導入はあまり
目立っていないものと思われる。
しかし，産業レベルでは徐々にLSSおよび
SSの関心の高まりをみせており，1990年代
後半には鉄鋼業を中心に導入ブームが起きた
のを皮切りに製造業での導入ブームが起き，
2000年代前半はやや鈍化したものの，2006年
以降は2010年までにたばこ産業，保険金融業
等で導入ブームが起き，サービス産業での導
入が目立ちはじめたとしている。こうした導
入ブームを背景にコンサルティング会社も増
加するとともに，特定の業界・業種に指導を
特化したコンサルティング会社が現れるとと
もに，コンサルタント会社を束ねる大企業も
出現した。2014年時点で中国ではLSS，SSの
指導をおこなうコンサルティング会社は10社
以上あるといわれている。
1990年代～ 2000年代をつうじての中国で
のLSS，SS導入ブームをコンサルティング会
社側の視点から鑑みる限り，導入ブームを引
き起こすための積極的な政府支援や中国質量
協会をつうじての積極的推奨，コンサルティ
ング会社をしての積極的勧誘等は目立ってお
こなわれてこなかったとしている。大手企業
はともかく中小企業では経営幹部層も多くは
なく，長期の研修会に参加するほどの時間的
余裕もないため，もっぱら関心を持った企業
からの問い合わせを受け，中国質量協会が適
宜，LSS，SSについてのセミナーを開催した
り，または導入した企業からの紹介を受けて
LSSやSS導入に踏み切る企業が多く，あくま
でも依頼主からのアプローチにより導入ブー
ムが形成されたとしている。
主だった推進母体組織の宣伝活動について
も中国質量協会が定期的に開催する導入企業
による成果発表会である全国大会でのLSS，
SS宣伝等に限定されていたとしている。
（３）コンサルタント社の経営と報酬
コンサルタント会社の導入依頼企業への指
導は，依頼企業への専門家の派遣をつうじ
ておこなわれるが，通常，SS導入の際には1
カ月に1度程度，LSS導入の場合には1週間に
1度程度の割合で指導がおこなわれている。
指導にあたっては専門家によるチームを形成
し，指導は短期集中的におこなれるのが一般
的形態である。
導入依頼企業との契約をベースにして専門
家の派遣者数，派遣期間を決め，指導期間を
設定するが，その際，提供サービスの対価請
求には２通りあり，１つは導入効果に基づく
成果報酬ともう１つは資源投入にともなう諸
82 産研論集　No.48・49
経費換算に基づく請求がある。もっぱらコン
サルタント会社側からすれば，導入効果に基
づく成果報酬という形での請求を要求してい
きたいが，仮に成果報酬による請求を契約内
容に盛り込み，合意を得たとしてもなかなか
そのとおりに事は運ばず，結果的に諸経費換
算方式での請求に変更せざるを得ないケース
が大半であり，一般的な提供サービスの対価
請求は諸経費換算方式が用いられてきたとし
ている。主たる理由はコンサルタント側が算
出する効果金額と導入企業側が算出する効果
金額に大きな隔たりがあるケースが多く，双
方の効果金額の相違からまったく折り合いが
つかず，トラブルが生じることにあるとい
う。コンサルタント会社の多くは導入企業の
実績数よりも導入依頼を受けた企業との長期
的良好的な関係性を築き，長期安定的な指導
を望む傾向にあり，トラブルの要因を孕んで
いる成果報酬型の対価請求をあらかじめ敬遠
するところもある。もっともSSにしてもQC
にしても持続的改善こそが大きな改善効果を
生むものであり，指導のあり方そのものが長
期継続性を有しており，依頼を受けた企業と
の関係性は短期的なものではなく，長期的関
係性が望ましいところからも報酬への執着よ
りも顧客との信頼性醸成に重点を置くコンサ
ルタント会社が多いとしている。また，中小
企業のケースに多くみられる問題として，総
じてSSやLSS導入を依頼してくる企業には自
社のコスト計算システムが未熟であり，計算
制度自体があいまいであったり，正確なコス
ト計算すら出来ない中で経営をおこなってい
る企業も珍しくない。また社内での品質管理
部の立場的弱さからSSやLSSによる導入効果
を仮に算出できたとしても，他の部署からそ
の努力が認められなかったり，品質改善以外
での成果が主張されるなど，導入効果に対し
て反発や異論が出されるなど，社内における
品質管理部の立ち位置の弱さから正確な導入
効果を提示できないケースも少なくない。こ
のことは導入プロジェクト効果の成否にも関
係するところがあり，大きな問題を含んでい
る。
そもそも問題が顕在化し，その問題解決の
ためにSSやLSSを導入する場合には初年度か
ら大きな効果が期待できるが，最初から問題
の所在が明確でなかったり，あまり問題が顕
在化していない場合，さらには問題解決とは
別の目的，たとえば形式的導入により取引関
係の要件を取り繕うような場合にはSSやLSS
を仮に導入したとしても初年度からの大きな
効果は期待することができない。現場改善や
マネジメント改善をつうじての経営全体の鳥
瞰図を描き，その達成すべき目標に向けてプ
ロセスやロードマップを示しつつ，全社的に
取り組まなければあるべき効果は得られない
のである。
SSやLSSの指導を直接おこなってきた中国
コンサルタント会社へのヒアリング調査によ
れば，中小企業に限らず，国有企業や大手外
資系企業を含めてもこれまでの導入企業の中
に散見される特徴として，２つあるといわれ
ている。
１つは導入依頼企業の多くがLeanとSSを
切り離して考える傾向にあることであり，必
要度に応じてLeanを選択したり，SSを選択
し，LeanとSSを併用しての導入をあまり考
えていないこと。
２つは企業経営者ならびに経営管理層の多
くは短期的成果を出すことへのプレッシャー
を常に感じており，長期的な品質改善能力の
醸成よりもSSやLSSをつうじて短期的視点か
らのトラブル対応能力を求める傾向にあるこ
と。
３つは上記２つの特徴と関係し，QCや
SS，LSS等を企業の経営理念として掲げ，抜
本的なマネジメント改善をおこなうというよ
りも，単なる改善のためのツールとしてとら
えている経営者，経営管理層が圧倒的に多い
というものである。
以上のような現状から時には資格は金で買
うというものとの意識も経営者層には強く，
いくら払えばその資格は得られるのかという
依頼も少なくないとしている。特にISO9001
やISO1004，ISO1008等は，中国ではすでに
形骸化しており，ある程度のお金を支払えば
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誰でも手にすることの出来る資格として企業
には認識されており，そのため日本企業でよ
くISO9001等取得という看板を掲げて，企業
姿勢や努力をアピールしたりしているが，中
国ではあえてその看板を掲げたり，それを評
価したり，企業の格付けをおこなうようなこ
とはほとんどないとしている。その延長線上
でSSやLSSの導入を考えている経営者が多い
というのが現状であるというのが，中国コン
サルタント会社の常識的な見方となってい
る。
（４）中国日系企業のインパクト
SSやLSSが広く産業界にその認知度を高
め，広がりをみせつつある中国市場におい
て，日系企業にはどのようなインパクトがあ
り，またそのインパクトは日本本国の本社に
も何らかのインパクトを形成しているのか
2013 ～ 2014年にかけて現地企業を調査して
きた。
主として中国では製造業が先行的にSS
やLSSを導入した背景に基づき，2013年～
2014年の調査研究も製造業，とりわけQCや
TQC・TQMの浸透度の高い自動車関連産業
での調査を継続し，そのインパクトについて
調査をしてきた。調査方法としては経営幹部
者層へのヒヤリングと実際の改善事例につい
ての改善発表を聴講し，近年の改善活動にお
いてどのような意識変化や改善事例発表の変
化がみられるかを客観的に調査する方法をお
こなった。
まだ本格的な調査は緒についたばかりでサ
ンプル数は少ないが，自動車関連会社5社，
トヨタ系，ホンダ系自動車メーカー 2社，日
系自動車メーカーに部品供給を主とする自動
車部品会社3社への調査をおこなった。
改善事例発表では，社内大会で優秀賞を受
賞した模範的な発表事例をあらかじめ訪問企
業に依頼し，その事例発表のあとに発表チー
ムに対してその改善取り組みについて質疑応
答をおこなう形でおこなった。調査スタイル
は中国で自動車部品や設備系部品の製造をお
こなう系列サプライヤー，独立系サプライ
ヤーに対して調査をおこなうというものであ
る。2013年度からの調査研究となっているた
め，まだ系列サプライヤーへの調査は途上で
あるものの，現段階でいえることは日系企業
においては中国生産拠点においてもSSの導
入はみられていない。本来，SSは本社が導
入単位となっており，中国国有企業でいえ
ば，○○集団公司が導入することで分公司や
分工場に随時導入される性格を持つものであ
り，日本の場合にも日本本社での導入が基本
にならなければ，中国生産子会社での導入は
基本的にはあり得ないと考えるべきものと思
われる。この点は今後の継続調査でさらなる
確信を得たい。
６．おわりに
本研究は中国における近年の品質管理の動
向に着目し，日本ではあまり注目されていな
いものの，中国にとっては新たな品質管理手
法やシステムとなるSS（シックス・シグマ），
LSS（リーン・シックス・シグマ）に焦点を
あて，中国品質管理としての定着の可能性を
考察した。また，その潮流を世界的な位置づ
けでとらえ，日本的品質管理や欧米的品質管
理の展開のなかで，中国的品質管理の立ち位
置を明らかにした。もっとも中国品質管理の
形成には，中国質量協会やコンサルタント会
社による品質管理の普及・推進活動が精力的
におこなわれており，日本的品質管理の形成
過程にもよくみられた特徴がみられた。
日本ではSSやLSSについての普及はあまり
目立った動きはなく，一部の大手企業を中心
に導入が進められている程度に過ぎない。中
国でも基本的には同様であり，国有企業を中
心にSSやLSSの導入が進められている。しか
し，広範囲での普及・推進には中小企業への
波及は必須である。この点，日本では戦後
から今日に至るまで中小企業においてもQC
サークル，TQC・TQMは広く浸透し，日本
的品質管理としての特徴を形成するまでに
なったが，中国ではその動きはかなり鈍いと
いえる。中国企業は大手企業のみならず中小
企業においても短期的な経営を志向しがちで
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あり，コストと時間を要する品質改善をつう
じての品質マネジメントの形成にはあまり積
極的になれないのが実情といえる。
今後の中小企業レベルでのSSやLSSの浸透
具合や，導入による具体的成果が得られるよ
うになれば，中国的品質管理の様相もより鮮
明になると思われるが，今回の北京・天津を
中心とする調査過程では，SSの導入・普及
動向は緩慢であり，中国的品質管理の特徴と
して取り上げるにはやや時期尚早かもしれな
い。今後は他の地域も交えて継続的調査をお
こない，その動向を注視することにしたい。
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